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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは企業理念「JGC Way」に基づき、中長期的に企業価値向上を図るとともに、持続的な成長を実現する上でコーポレート・ガバナン

スが企業経営の基盤であるとの認識に立ち、当社グループとして優先的に取り組むべきテーマであるマテリアリティの一つとしてコーポレート・ガバ
ナンスを位置づけ、その強化に取り組んでいる。

　コーポレート・ガバナンスの中心的な機関である取締役会においては、その構成・機能・役割について継続的に見直しを図るとともに、取締役会
の実効性に関しては、分析および評価を毎年実施し、着実な改善を通じて、さらなる向上を図っている。また、株主や投資家との対話（エンゲージ
メント）においては、透明性の高い情報開示に積極的に取り組み、対話から得られた意見をコーポレート・ガバナンスの強化を含め、企業経営に活
かしている。

　さらに、コーポレート・ガバナンスが適切に機能する上で必要不可欠なコンプライアンスの遵守等についても、企業理念「JGC Way」において、役

員、従業員一人ひとりが高い倫理観をもち、誠実に行動することを価値観として共有することにより、当社グループ全体で中長期的に企業価値の
向上を図り、持続的な成長を実現していくための努力を重ねている。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施している。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．政策保有株式】

（政策保有に関する方針および取締役会での検証内容）

　当社は、取引先や業務提携先との関係を維持・強化することで、当社グループの中長期的な企業価値の向上に資すると考えられる場合を除き、
当該企業の株式を保有しない。

　また、当社は毎年、取締役会において個別の政策保有株式の保有意義について検証している。具体的には、株式保有による配当利回り・評価
損益、数値化困難な事業上の便益、リスク等が資本コストに見合っているかという観点も含め、定性・定量両面から検証し、保有意義の薄れた株
式については、市場環境・株価動向等を勘案のうえ、売却について検討を行うこととしている。

　なお、当社は政策保有株式について、2019年度には626百万円（３銘柄分）を売却し、その結果、コーポレートガバナンス・コードが施行された
2015年度から2019年度までの売却累計は4,457百万円（延べ32銘柄分）となり、2015年４月１日時点で保有していた上場株式に対し、取得価格
ベースで約35％縮減した（上記売却額はいずれも取得価格ベース）。

（政策保有株式に係る議決権の行使基準）

　政策保有株式の議決権行使にあたっては、保有先企業の持続的な成長に繋がり、その結果として当社グループの中長期的な企業価値の向上
に繋がるかを勘案のうえ賛否を判断することとしている。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

　取締役の競業取引および利益相反取引については、当該取引が当社や株主共同の利益を害することがないよう、会社法および社内規程に従
い取締役会の事前承認を得るとともに、当該取引の実績について取締役会に報告することとしている。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社が運用専門性を高めてアセットオーナーとしての機能を発揮できるように、人事面においては、財務および労務部門の責任者ならびに従業
員代表等で構成される年金資産運用委員会を設置し、年金資産の運用に当たる適切な資質を持った人材の計画的な登用・配置を行っている。

　運営面においては、年金資産運用委員会が策定した政策的資産構成割合に基づいて年金資産を運用し、同委員会にて運用状況の定期的なモ
ニタリングと見直しを行っている。また、運用機関に対しては、運用実績等の定量的評価だけではなく、投資方針、運用プロセス等の定性的評価も
加えた総合的な評価を行っている。

【原則３－１．情報開示の充実】

（i）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　当社グループは、日揮グループ企業理念「JGC Way」を定め、当社ウェブページに掲載している。

　https://www.jgc.com/jp/about/philosophy-vision.html

　また、中期経営計画「Beyond the Horizon」を策定しており、当社ウェブページに掲載している。

　https://www.jgc.com/jp/ir/management/mt-management-plan.html

（ii）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針は、本報告書の「I コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び

資本構成、企業属性その他の基本情報」の「１．基本的な考え方」に記載のとおりである。

（iii）取締役会が取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　取締役会が取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続きは、本報告書の「II 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織そ

の他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」の「１．機関構成・組織運営等に係る事項【取締役報酬関係】」に記載のとおりである。



（iv）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　経営陣幹部の選任および取締役候補者の指名については、社外取締役が過半数を占める指名委員会において、人格・見識等の共通する項目
に加え、経営陣幹部および社内取締役については実績およびマネジメント能力等、社外取締役については独立性および専門性等を総合的に審議
し、それを踏まえ取締役会で決定することとしている。

　監査役候補者の指名については、指名委員会において、人格・見識等の共通する項目に加え、社内監査役については当社の業務内容に関す
る知見等、社外監査役については独立性および専門性等を総合的に審議し、監査役会の同意を得たうえで、取締役会で決定することとしている。

　経営陣幹部の解任については、不正・不当・背信行為または法令・定款違反があった場合、上記の資質・能力が認められなくなった場合等に、
指名委員会において審議のうえ取締役会で決定することとしている。

（v）取締役会が上記（iv）を踏まえて取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

　取締役候補者および監査役候補者は上記(iv)の方針に基づき指名しており、個々の略歴および選任理由については株主総会招集通知におい
て開示を行っている。

　https://www.jgc.com/jp/ir/ir-library/kabunushi-tsuushin.html

【補充原則４－１－１．取締役会から経営陣に対する委任の範囲の概要】

　取締役会では、法令・定款に定められる事項のほか、取締役会規程で定める事項について決議を行っている。取締役会規程では金額等の具体
的な基準に基づき取締役会決議を要する事項を定めており、取締役会決議を要しない事項については、社内規程に則り経営陣に委任することと
している。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　独立役員の選任にあたっては、当社からの独立性を確保するため、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の独立性に関する判断基準を参
考としながら、候補者個人およびその所属法人または出身法人（組合等の団体を含む）と当社との人的関係、資本的関係、取引関係およびその
他の利害関係を総合的に勘案し、一般株主と利益相反が生じるおそれがない者を独立役員とすることとしている。

【補充原則４－11－１．取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

　取締役会は、重要な業務執行に係る意思決定を行い、また業務執行全般を監督する責務を果たすために、多様な視点を持つことが重要である
と考えており、経歴および専門分野等を考慮するとともに、国籍や人種、性別に関わらず構成する方針である。

　取締役の員数については、定款で10名以内と定めており、その範囲内で取締役会の機能を効果的かつ効率的に発揮できる適切な員数を維持
することとする。

　取締役の選任に関する方針・手続については、上記原則3-1（iv）のとおりである。

【補充原則４－11－２．取締役・監査役の兼任状況】

　取締役および監査役ならびにその候補者の兼任状況については、毎年、株主総会招集通知および有価証券報告書等において開示を行ってい
る。

　なお、現在の兼任状況については有価証券報告書に記載のとおりである。

　https://www.jgc.com/jp/ir/ir-library/shihanki-houkokusyo.html

【補充原則４－11－３．取締役会の実効性に関する分析・評価】

　当社の取締役会は、2015年度より毎年、取締役会の機能向上ひいては中長期的な当社グループの企業価値向上を目的として、取締役会の実
効性に関する分析・評価を行い、その結果の概要を開示することとしている。2019年度における取締役会の実効性に関する分析・評価の方法およ
び結果の概要は以下のとおり。

（１）分析・評価の方法

　2019年度は、コーポレートガバナンス・コード「第４章　取締役会等の責務」の各原則に関して、2019年度に実施した内容、改善状況等当社の現
状を確認したうえで、取締役・監査役を対象にアンケートを実施し、実効性をより一層向上させるための意見を収集した。その意見を踏まえ取締役
会で分析・評価を行った。なお、アンケートの概要は以下のとおり。

　①対象者： 取締役および監査役（計13名）

　②実施方法：第三者評価機関を活用した匿名回答式アンケート

　③回答方法：５段階評価の選択式および自由記述欄（計34問）

　④主な評価項目：　取締役会の構成、運営、議論、監督機能、自身の取り組み、指名委員会・報酬委員会の運営等

（２）結果の概要

　2019年度に実施した持株会社体制への移行を契機として、グループ各社を適切に管理・監督するための内部統制システムの構築・運用が着実
に進んでいることに加え、社外取締役の増加等により取締役会での議論がより一層活発に行われていることから、持株会社における取締役会の
機能は改善しており、総じて実効性が確保されていることを確認した。

　そのうえで、当社の取締役会は、持株会社の取締役会として、中長期的な当社グループの企業価値向上・持続的成長を実現するための戦略・
課題に関する議論をより一層充実させるとともに、デジタルトランスフォーメーション（DX）やSGDsへの取組み等に関する活発化および株主との対
話内容等に関する取締役会への報告の充実を重要な課題として位置づけ、優先して対応していくことを確認した。

　今後も取締役会の実効性について分析・評価を実施し、PDCAサイクルを回すことにより、取締役会の実効性のさらなる向上を図っていく。

【補充原則４－14－２．取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

　取締役・監査役がその役割・責務を適切に果たすために必要な知識等の習得にあたり、当社はその機会および情報を提供し、それらに係る費
用を負担することとしている。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

　株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針については以下のとおりである。

　（１）株主との対話についてはコーポレート部門管掌役員が統括し、建設的な対話を実現するための体制整備を行っている。

　（２）当社の広報・IR担当部門および関連部門が、決算期や株主総会時に限らず、適宜、情報共有を図る等して有機的に連携している。

　（３）四半期ごとにアナリスト・機関投資家向けの決算説明会を実施し、必要に応じ経営陣幹部が決算概要、事業概況および経営方針等について
説明している。また、適宜当社ウェブページに各種IR資料を掲載し情報発信を行う等して個別面談以外の対話を充実させている。

　（４）株主との対話において把握された株主の意見・懸念については、統括責任者であるコーポレート部門管掌役員に報告し、必要に応じて取締
役会等に報告を行っている。

　（５）株主との対話に際しては、「日揮グループインサイダー取引防止規程」に則り、インサイダー情報が漏洩しないよう情報管理を徹底している。

２．資本構成



外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 37,264,544 14.76

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 27,083,500 10.73

日揮商事株式会社 12,112,983 4.79

公益財団法人日揮・実吉奨学会基本財産口 8,433,375 3.34

JP MORGAN CHASE BANK 385632 5,556,042 2.20

株式会社三井住友銀行 5,500,000 2.17

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 4,150,600 1.64

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 3,926,500 1.55

JP MORGAN CHASE BANK 385151 3,778,671 1.49

THE BANK OF NEW YORK 133972 3,451,627 1.36

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

1.　大株主の状況は 2020年３月31日現在のものである。

2.　当社は自己株式6,748,713株(2.60%)を保有している。

3.　2019年４月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ブラックロック・ジャパン株式会社およびその共同保
有者６社が、2019年４月15日現在で合計11,764,381株を保有している旨が記載されているものの、当社としては2020年３月31日現在における実質
所有株式数の確認ができないため、上記の大株主の状況に含めていない。

4.　2019年９月17日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社三菱UFJ銀行およびその共同保有者３社
が、2019年９月９日現在で合計14,004,518株を保有している旨が記載されているものの、当社としては2020年３月31日現在における実質所有株式
数の確認ができないため、上記の大株主の状況に含めていない。

5.　 2020年２月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、Capital Research and Management Companyおよび

その共同保有者３社が、2020年２月14日現在で合計7,801,300株を保有している旨が記載されているものの、当社としては2020年３月31日現在に
おける実質所有株式数の確認ができないため、上記の大株主の状況に含めていない。

6.　2020年３月23日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村アセットマネジメント株式会社およびその共同保
有者１社が、2020年３月13日現在で合計19,384,972株を保有している旨が記載されているものの、当社としては2020年３月31日現在における実質
所有株式数の確認ができないため、上記の大株主の状況に含めていない。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

特になし。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

遠藤茂 その他

松島正之 他の会社の出身者

植田和男 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



遠藤茂 ○ ―――

　直接企業経営に関与した経験はないが、サ
ウジアラビアおよびチュニジアの特命全権大使
を歴任する等、当社グループの主要なビジネス
マーケットに関する豊富な経験・知見を有して
いる。上記の経験・知見を活かし、経営・業務
執行に対する的確な助言および独立した立場
からの監督機能を発揮する社外取締役として、
職務を適切に遂行できるものと判断し、社外取
締役として選任し、また、独立役員として指定し
ている。

　同氏は、元 在サウジアラビア特命全権大使

であり、現在、外務省参与、飯野海運株式会社
および株式会社ADEKAの社外取締役を務めて
おり、同氏の経歴ならびに同氏と同省および両
社の関係に起因する独立性への影響はなく、
社外取締役および独立役員としての職務を適
切に遂行できると考えている。

松島正之 ○ ―――

　日本銀行理事を務める等、金融界および企
業経営に関する豊富な経験・知見を有してい
る。上記の経験・知見を活かし、経営・業務執
行に対する的確な助言および独立した立場か
らの監督機能を発揮する社外取締役として、職
務を適切に遂行できるものと判断し、社外取締
役として選任し、また、独立役員として指定して
いる。

　同氏は、元 日本銀行理事であり、現在、イン

テグラル株式会社の常勤顧問および太陽有限
責任監査法人の経営評議会委員を務めてお
り、同氏の経歴ならびに同氏と同社および同法
人の関係に起因する独立性への影響はなく、
社外取締役および独立役員としての職務を適
切に遂行できると考えている。

植田和男 ○ ―――

　直接企業経営に関与した経験はないが、マク
ロ経済学の専門家としての豊富な学識経験を
有している。上記の経験・知見を活かし、経営・
業務執行に対する的確な助言および独立した
立場からの監督機能を発揮する社外取締役と
して、職務を適切に遂行できるものと判断し、
社外取締役として選任し、また、独立役員とし
て指定している。

　同氏は、東京大学経済学部教授および学部
長等を歴任し、現在、同大学の名誉教授であ
り、また、株式会社日本政策投資銀行の社外
取締役、東京大学金融教育研究センターのセ
ンター長、株式会社メルコホールディングスの
社外監査役、共立女子大学ビジネス学部の部
長および同大学ビジネス学部の教授を務めて
おり、同氏の経歴ならびに同氏と両社および両
法人の関係に起因する独立性への影響はな
く、社外取締役および独立役員としての職務を
適切に遂行できると考えている。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 5 0 2 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 5 0 2 3 0 0
社内取
締役

補足説明

　指名委員会および報酬委員会は、当社取締役会の諮問機関として、役員の選任・解任、報酬等について審議することを目的としている。具体的
には、取締役、監査役、代表取締役、執行役員および役付執行役員の選任・選定・解任・解職、選任基準、社外取締役の独立性判断基準、後継



者計画（育成）等ならびに取締役および執行役員の報酬に係る基本方針、報酬水準、報酬額、業績評価等について審議している。両委員会は、
少なくとも毎年１回開催し、必要に応じて、都度開催している。公正性、透明性を高めるため、社外取締役が過半数を占める構成であり、代表取締
役会長佐藤雅之および代表取締役社長石塚忠ならびに３名の社外取締役（遠藤茂、松島正之および植田和男）を委員としている。なお、本委員
会の委員長は、代表取締役会長である佐藤雅之が務めている。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役会は、当該事業年度の監査計画に基づき、会計監査人と会合を持ち、四半期ごとに決算監査に係わる報告を受け、質疑応答を行うととも
に、適宜会計監査に係わる課題について意見交換、協議等を行っている。また、会計監査人の往査に同行し、会社の内部統制の整備・運用状況
について意見交換を行い認識の共有を図っている。

　内部監査部門である監査部は、当該事業年度の監査計画に基づき、監査役会と連携して当社および当社グループ各社、国内外のプロジェクト
現場および事務所の調査等を実施しているほか、監査に関する情報または意見の交換を行うことで、効果的かつ効率的な監査を実施している。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

森雅夫 学者

大野功一 学者

高松則雄 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



森雅夫 ○ ―――

　直接企業経営に関与した経験はないが、経
営工学の専門家としての豊富な学識経験を有
している。上記の学識経験を活かし、独立した
客観的な視点より経営・業務執行に対する監
査を行う監査役として、職務を適切に遂行でき
るものと判断し、社外監査役として選任し、ま
た、独立役員として指定している。

　同氏は、東京工業大学、慶應義塾大学等の
教授職を歴任された学識経験者であり、同氏
の経歴に起因する独立性への影響はなく、社
外監査役および独立役員としての職務を適切
に遂行できると考えている。

大野功一 ○ ―――

　直接企業経営に関与した経験はないが、会
計学の専門家としての豊富な学識経験および
大学学長としての経験を有している。上記の経
験を活かし、独立した客観的な視点より経営・
業務執行に対する監査を行う監査役として、職
務を適切に遂行できるものと判断し、社外監査
役として選任し、また、独立役員として指定して
いる。

　同氏は、関東学院大学経済学部教授、学長
等を歴任され、また、現在、横浜市外郭団体等
経営向上委員会の委員長および関東学院大
学の名誉教授であり、同氏の経歴および同氏
と同法人の関係に起因する独立性への影響は
なく、社外監査役および独立役員としての職務
を適切に遂行できると考えている。

高松則雄 ○ ―――

　住友生命保険相互会社において代表取締役
を務める等、企業経営に関する豊富な経験・知
見を有している。上記の経験・知見を活かし、
独立した客観的な視点より経営・業務執行に対
する監査を行う監査役として、職務を適切に遂
行できるものと判断し、社外監査役として選任
し、また、独立役員として指定している。

　同氏は、元 住友生命保険相互会社代表取締

役であり、同氏の経歴に起因する独立性への
影響はなく、社外監査役および独立役員として
の職務を適切に遂行できると考えている。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定している。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する

施策の実施状況
業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

　取締役の報酬は、固定報酬、短期インセンティブとしての業績連動報酬および中長期インセンティブとしての譲渡制限付株式報酬の３種類で構
成されている。

＜固定報酬＞

　各取締役の役職および担当職務遂行上必要とされる能力や職責の重さ・影響度を考慮した職務価値に応じて決定しており、基本報酬および代
表取締役手当または取締役手当で構成されている。

＜業績連動報酬＞

　中期経営計画に掲げる数値目標である親会社株主に帰属する当期純利益を指標としている。業績連動報酬の額については、当社グループの
主要な事業であるEPC事業が受注活動から利益貢献までに数年を要する点をふまえ、中長期的な企業価値向上に資するかどうかという点を含
め、各取締役の担当職務および年度業績に対する貢献度を評価のうえ、決定している。各取締役の業績目標達成へのインセンティブを従来以上
に高めることを目的として、業績目標の達成度をよりシャープに業績連動報酬に反映させるとともに、目標業績達成時には、業績連動報酬と下記
株式報酬を合わせた変動報酬の報酬総額に対する割合をさらに増加させることとしている。

＜譲渡制限付株式報酬＞

　2019年６月27日開催の第123回定時株主総会において、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有するとともに、株価上昇および中長期的
な企業価値向上へのインセンティブを従来以上に高めることを目的として、社外取締役を除く取締役に対し、上記株主総会の決議により定めた報
酬限度額の範囲内で譲渡制限付株式を割り当てるための報酬を支給することを決議している。当該決議に係る取締役の員数は６名(社外取締役
３名を除く)である。本決議に基づき、2019年８月５日付で、取締役６名に対して、基本報酬の約10％に相当する譲渡制限付株式14,723株(22百万



円相当)を割り当てた。

　譲渡制限付株式報酬は、対象取締役が当社から支給される金銭報酬債権の全部を現物出資財産として払込み、当社の普通株式について発行
または処分を受ける制度である。本制度に基づき対象取締役に対して支給する金銭報酬債権の総額は、年額2,500万円以内とし、対象取締役に
対して割り当てる譲渡制限付株式の総数は、年19,800株以内としている。ただし、当社の普通株式の株式分割または株式併合等、１株当たりの株
式価値に影響を及ぼす行為が行われた場合、譲渡制限付株式の総数を合理的に調整する。また、取締役会は、当該株式に対して、３年間から30
年間までの譲渡制限期間を定め、第三者に対して譲渡、担保権の設定等、一切の処分をすることができない期間を設けている。

　なお、対象取締役と当社の間では、譲渡制限付株式割当契約を締結している。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

第124期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）に係る取締役および監査役の報酬等の額は以下のとおりである。

1.　取締役の報酬（社外取締役を除く）

取締役の報酬等の総額316百万円

　うち、定額報酬280百万円（支給人数９名）、業績連動報酬13百万円（支給人数６名）、譲渡制限付株式報酬22百万円（支給人数６人）

2.　監査役の報酬（社外監査役を除く）

監査役の報酬等の総額36百万円（定額報酬のみ／支給人数２名）

3.　社外役員の報酬

社外役員の報酬等の総額55百万円（定額報酬のみ／支給人数６名）

4.　上記の定額報酬には、2019年６月27日開催の第123回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役３名および2020年１月30日付をもって退
任した取締役１名が含まれている。

5.　上記の株式報酬には、2020年１月30日付をもって退任した取締役１名が含まれている。

6.　第124期末現在の取締役は８名（うち社外取締役３名）、監査役は５名（うち社外監査役３名）である。

7.　当社には報酬等の総額が１億円以上の役員はいないため、個別報酬の開示はしていない。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社は、グローバルな競争力を高め、継続的な企業価値の向上のために必要な経営人材を確保することを基本方針として、2009年６月26日開
催の第113回定時株主総会の決議により定めた報酬限度額の範囲内で、役員報酬を決定している。当該報酬限度額については、取締役は年額６
億9,000万円以内、監査役は年額8,800万円以内と定めている。なお、当該決議に係る取締役および監査役の員数は、それぞれ15名および５名で
ある。

　取締役の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針は、取締役会において定められており、当該方針に関する取締役会の権限の内
容および裁量の範囲は、上記株主総会の決議の範囲内に限定されている。当該方針の決定に当たっては、社外取締役が過半数を占める報酬委
員会において事前に審議され、その答申をふまえて取締役会で決議されている。また、取締役の報酬等の額の決定については、取締役会は、上
記株主総会の決議により定めた報酬限度額の範囲内で代表取締役会長に一任し、代表取締役会長は、報酬委員会の審議結果に基づき決定す
ることとしており、公正性、透明性を十分に確保している。

　取締役の報酬については、Ⅱ. 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況、１．機関

構成・組織運営等に係る事項、【インセンティブ関係】に記載のとおりである。　

　なお、社外取締役の報酬は、業務執行から独立した立場から適切に経営を監督することができるよう、定額報酬のみとしている。

　監査役については、適切な企業統治体制を確保するために取締役の職務の執行を監督する独立機関としての性格に鑑み、定額報酬のみとして
いる。監査役の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針および監査役の報酬等の額については、上記株主総会の決議の範囲内に
おいて監査役会で協議し決定している。

　業績連動報酬に係る指標である親会社株主に帰属する当期純利益については、2016年度から2020年度までの５か年を対象とする中期経営計
画において、2020年度末時点で親会社株主に帰属する当期純利益600億円を達成することを目標として掲げている。なお、当連結会計年度（2020
年３月期）における親会社株主に帰属する当期純利益の実績は、期初に掲げた100億円に対し、41億円となった。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　取締役会以外の重要会議の資料、議事録や各部門の業務執行状況に係る報告書を提供するとともに、取締役会資料は原則として事前に配布
し、充分な検討時間の確保に努めている。



　社外取締役については、社内取締役と同様に秘書が任命されており、社内との連絡・調整を行っている。

　社外監査役については、監査役の職務を補助する専任スタッフが任命されており、社内との連絡・調整を行っている。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は取締役会設置会社、監査役（監査役会）設置会社であり、コーポレート・ガバナンス体制の主な整備の状況は、以下のとおりである。な
お、構成員の役職名や氏名については、本書提出日現在のものである。

＜取締役会＞

　取締役会は、業務執行に関する重要事項について決議すること、取締役の職務の執行を監督すること、中長期的な戦略・課題について議論す
ること等を目的として、取締役会規程に基づき決議、審議および報告を行っている。本会議は、原則毎月１回、2019年度は計15回開催され、当社
グループの持株会社体制への移行やグループ全体の中長期的なビジョンに関する議論など、活発な議論がなされた。本会議は、取締役９名（佐
藤雅之、石塚忠、寺嶋清隆、鈴木正徳、野平啓二および山﨑裕ならびに社外取締役遠藤茂、松島正之および植田和男）で構成されており、監査
役５名（牧野幸博および伊勢谷泰正ならびに社外監査役森雅夫、大野功一および高松則雄）も出席している。佐藤代表取締役会長、松島社外取
締役、植田社外取締役、赤羽根元取締役および古田元取締役を除く全取締役及び全監査役が、2019年度に開催された取締役会すべてに出席し
ている（佐藤代表取締役会長：14/15回、松島社外取締役：14/15回、植田社外取締役：14/15回、赤羽根元取締役：3/4回、古田元取締役：3/4回
出席）。加えて、取締役会における議論の充実を図るため、特定分野を担当する執行役員が出席するとともに、 議案によっては、事業会社の役

員、担当部門等の関係者も必要に応じて出席している。なお、本会議の議長は、代表取締役会長である佐藤雅之が務めている。

＜監査役会＞

　監査役会は、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議または決議を行い、その結果に基づき必要に応じて取締役または取締役会に
対して意見を表明すること等を目的として、監査報告の作成、常勤監査役の選定・解職、監査の方針、業務・財産状況の調査方法およびその他の
監査役の職務の執行に関する事項の決定を行っている。本会議は、原則毎月１回開催しており、３名の社外監査役を含む監査役５名（牧野幸博
および伊勢谷泰正ならびに社外監査役森雅夫、大野功一および高松則雄）で構成されており、議長は、常勤監査役である牧野幸博が務めてい
る。

＜指名委員会および報酬委員会＞

　指名委員会および報酬委員会は、当社取締役会の諮問機関として、役員の選任・解任、報酬等について審議することを目的としている。具体的
には、取締役、監査役、代表取締役、執行役員および役付執行役員の選任・選定・解任・解職、選任基準、社外取締役の独立性判断基準、後継
者計画（育成）等ならびに取締役および執行役員の報酬に係る基本方針、報酬水準、報酬額、業績評価等について審議している。両委員会は、
少なくとも毎年１回開催し、必要に応じて、都度開催している。公正性、透明性を高めるため、社外取締役が過半数を占める構成であり、代表取締
役会長佐藤雅之および代表取締役社長石塚忠ならびに３名の社外取締役（遠藤茂、松島正之および植田和男）を委員としている。なお、本委員
会の委員長は、代表取締役会長である佐藤雅之が務めている。

＜グループ経営会議＞

　グループ経営会議は、グループ全体の持続的な企業向上に資することを目的として、当社グループの方向性や、グループ全体および事業会社
における経営戦略・事業戦略等の経営に関する事項について協議を行っている。本会議は、原則毎月１回開催しており、議長は、代表取締役会
長である佐藤雅之が務めている。本会議は、代表取締役会長佐藤雅之および代表取締役社長石塚忠ならびに当社グループ各社の役員の中から
議長が指名する者等で構成されており、また、監査役1名も交替して出席している。

＜グループ投融資委員会＞

　グループ投融資委員会は、当社および当社グループが実施する重要な投融資案件について審議することを目的に、当社グループ各社の投融
資案件（新規・追加および撤退等）に係る成長戦略投資（M&A含む）、事業投資案件、技術開発・研究開発・情報開発投資案件、会社資産（不動
産・動産・無形固定資産・知的財産権）の取得・処分（設備の維持・更新を除く）およびグループ会社への貸付等の審議を行っている。本委員会は、
原則毎月１回開催しており、委員長は、代表取締役会長である佐藤雅之が務めている。本委員会は常任委員8名および非常任委員4名で構成さ
れており、非常任委員は議題に応じて都度出席している。また、監査役1名も交替して出席している。

＜会計監査人＞

　当社の会計監査業務を執行する公認会計士は宍戸通孝氏、根本剛光氏および永田篤氏であり、有限責任監査法人あずさに所属している。ま
た、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士11名およびその他９名より構成されている。

＜責任限定契約の内容の概要＞

　当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ている。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としている。なお、当該責任限定が認められ
るのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限定される。



【監査役の機能強化に向けた取組状況】

　上記【監査役関係】の「監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況」、「会社との関係（２）」および【社外取締役（社外監査役）のサポート体
制】に記載のとおりである。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社グループは、当社を持株会社とし、傘下に各中核事業を推進する事業会社を配置する持株会社体制を採用している。持株会社体制を採用
することで、「経営」と「執行」の分離により当社と各事業会社の役割責任を明確化し、当社は、持株会社として当社グループの中長期的な視点に
基づく経営方針の策定および事業会社統括管理の機能を担い、各事業会社は、当社グループの経営方針・経営戦略に基づき、それぞれのマー
ケットの特性に柔軟かつ迅速に対応し各事業の拡大および成長を担う。これにより、当社グループの企業価値の最大化および当社グループ全体
の最適な経営資源配分を実現するとともに企業運営の透明性の向上および当社グループ全体のガバナンスの強化を推進している。そのために、
当社は、グループとして重要な事項を審議する会議体を設置するとともに、執行役員制度を導入し、経営の意思決定および業務執行の効率化を
図っている。

　取締役会においては、当社グループの中長期的な戦略・課題に関する議論をより一層充実させ、グループ各社の業務執行に対する監督機能の
強化を図ることを目的として、広くビジネスマーケットについて熟知した取締役ならびに当社グループの主要な事業であるEPC（設計・調達・建設）
事業に関する高度な知識および知見を有する取締役を中心とする体制を構築するとともに、外部の視点を経営に取り入れるため、取締役会にお
ける客観的な助言および独立した立場からの監督機能の発揮を期待し、独立した社外取締役３名を選任している。

　また、監査役会においては、監査役５名のうち３名を独立した社外監査役とし、取締役会から独立した多様な専門性を持つ監査役の監査により
監査機能の実効性を高めている。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
原則として、株主総会開催日の３週間以上前に発送している。

また、招集通知の発送に先駆け、当社および東京証券取引所のウェブサイトにおいて招
集通知の早期掲載を実施している。

電磁的方法による議決権の行使 2010年６月開催の定時株主総会より採用している。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2010年６月開催の定時株主総会より株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電
子行使プラットフォームに参加している。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知の英文版を作成し、当社および東京証券取引所のウェブサイトならびに機関投
資家向け議決権電子行使プラットフォームにおいて提供している。

その他
株主総会招集通知（参考書類含む）、事業報告および当該年度の活動内容・トピックス等
を紹介した株主通信を合冊化して送付することにより、株主が当社の状況をより理解した
うえで議決権を行使できる環境を整備している。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 情報開示、IRに関する基本方針を当社ウェブサイトに掲載している。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期ごとにアナリスト・機関投資家向けの決算説明会を実施し、必要に応じ
経営陣幹部が決算概要、事業概況および経営方針等について説明している。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催

トップマネジメント、広報・IR担当部門長および関連部門長等による欧米を中心
とした海外機関投資家への個別訪問（年１回から２回）、海外機関投資家向け
の個別面談・電話会議、証券会社主催の説明会（カンファレンス）への参加（年
４回程度）等を実施し、当社の決算概要や事業概況等を説明している。

あり

IR資料のホームページ掲載

当社ウェブサイトIRの専用サイト(https://www.jgc.com/jp/ir/)に各種IR資料を
掲載している。

掲載資料は、決算情報、決算情報以外の適時開示資料、有価証券報告書・四
半期報告書、決算説明会資料（決算説明会の動画・音声および主要質疑応答
を含む）、コーポレート・ガバナンス報告書、統合報告書、株主総会の招集通
知、決議通知および株主通信を掲載している。

IRに関する部署（担当者）の設置
IR担当役員はコーポレート部門管掌役員、IR事務連絡責任者は広報・IR部門
長が担当している。

その他
国内外のアナリスト・機関投資家に対して、必要に応じてIRミーティングを行
い、決算概要や事業概況、当社ESGの取組み等について適宜意見交換を行っ
ている。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

日揮グループ企業理念「JGC Way」および日揮グループ行動規範において、社会と顧客の

ニーズに応え、全ての人を尊重することを規定している。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループは、環境調和型社会の実現に向けて、環境負荷の小さいLNG（液化天然ガ
ス）プラントや、バイオマス発電、太陽光発電設備などの再生可能エネルギープラントの建
設、マイクロプラスチック代替素材やHV/EV向け放熱伝導窒化ケイ素基板等の機能材製
造、水素エネルギー（CO2フリーアンモニア）や廃プラスチックのケミカルリサイクルなどの
環境関連技術の早期ビジネス化などに取り組んでいる。さらに、エネルギー・環境分野の
幅広いテーマを対象に、各種調査、解析・評価、シミュレーション、リスク評価といった多様
な手法を組み合わせた技術コンサルティングの提供を行っている。

具体的な活動内容や進捗状況は統合報告書や当社ウェブサイトサステナビリティ専用サイ
トに記載している。（https://www.jgc.com/jp/esg-hsse/）。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「CSR基本方針」において、ステークホルダーに対して適時・適切な情報を開示することを
規定している。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

「内部統制システムに関する基本方針」

当社は、経営の効率性、健全性および透明性を確保し、かつ、グループ企業全体の企業価値の継続的な向上を図るため、内部統制システムを次
の基本方針のもとに整備・運用する。

１.　当社グループの取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社は、日揮グループ企業理念「JGC Way」、日揮グループ行動規範、贈賄防止に係る規程等を定め、当社グループの取締役および使用人は、

法令および定款を遵守する。その徹底のため、コンプライアンスを所管する担当部門（以下、コンプライアンス所管部門）を設置し、コンプライアン
ス所管部門は、法令遵守と企業倫理に基づく公正で透明性の高い企業活動を推進するとともに、継続的な研修を実施し、当社グループ全体で統
一性・整合性をもったコンプライアンス・プログラムの整備、実施、モニタリング、改善を継続的に行い、代表取締役社長はこれを統括する。

　さらに、相談・通報窓口制度に係る規程に基づき、個人的または組織的な法令違反行為等に対応するため、当社グループ各社の役職員が利用
できる相談・通報窓口として、「JGCグループコンプライアンス・ホットライン」を設置する。当社グループの取締役および使用人の職務の執行により
重大な法令違反等が生じた場合には、厳正な処分を行うとともに、当社のコンプライアンス所管部門は、相談・通報窓口制度の利用者を守る体制
を整備・運用し、代表取締役社長はこれを統括する。

２.　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　当社は、取締役の職務の執行に係る情報に関し、文書保管規程に基づき保存対象文書、保存期間、文書管理責任者を定め、紙媒体または電
子媒体により、適正に保存および管理する。

３.　当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、グループリスク管理委員会規程に基づき、当社グループのリスクを体系的に把握する総合的なリスク管理体制を整備・運用し、当社グ
ループのリスクの一層の低減に努める。また、危機管理基本規程に基づき、危機管理を所管する担当部門が中心となり、平時の情報収集・分析
の強化、各種予防策の拡充、有事における対応等を行う。

４.　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、職務権限規程に基づき、各役職の職務と権限を規定し、会社経営および業務執行における責任体制を明確にするとともに、執行役員
制度を導入し、グループ全体の経営の意思決定および業務執行の迅速化・効率化を図る。また、グループ経営会議を設置し、グループ全体の経
営戦略および総合的な業務運営等の経営の重要事項を審議する。当社は、中期経営計画を策定し、これに基づきグループ全体の事業を推進す
る。プロジェクトの遂行にあたっては、プロジェクトごとの予算および実行管理等の制度を整備・運用する。

５.　当社の子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制等、当社および当社子会社から成る企業集団における業務
の適正を確保するための体制

　当社は、日揮グループ企業理念「JGC Way」、日揮グループ行動規範、贈賄防止に係る規程等を定め、グループ各社の取締役および使用人が

一体となり、当社グループにおける業務の適正を確保するための体制を整備する。

　当社のコンプライアンス所管部門は、グループ全体で統一性・整合性をもったコンプライアンス・プログラムの整備、実施、モニタリング、改善を継
続的に行い、当社グループ各社から、コンプライアンス活動に係る状況について、報告を受けるための体制を整備・運用する。

　当社は、グループ会社を管轄する部門が中心になり、グループ会社管理規程に基づき、当社グループ各社から報告を受け、グループ全体として
の業務の効率化および適正化を図る。

　当社は、グループリスク管理委員会において、当社グループ各社のリスクを総合的に把握し、グループとしてリスクの一層の低減に努める。

　当社の内部監査所管部門は、当社グループ各社の内部統制システムの整備・運用状況を監査する。

また、コンプライアンス所管部門、内部監査部門等は、当社グループ各社から報告を受けた重要な事項または内部監査等で判明した当社グルー
プ各社における重要な事項を適宜、当社の取締役会に報告する。

６.　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人について、監査役と協議のうえ、監査役の求めに応じて任命する。

７.　当社の監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人の考課および異動ならびにその他処遇については、監査役の同意のうえで行う。

　当社の監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役が指示した業務については、監査役以外の者からの指揮命令は受けない。

８.　当社および当社子会社の取締役および使用人等の当社の監査役への報告に関する体制

　当社および当社グループ各社の取締役は、コンプライアンスの観点からみて、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した
ときは、直ちに、当社の監査役に報告・説明する。

　当社の取締役は、当社グループの経営の重要な意思決定の過程および業務の執行状況を当社の監査役に報告する。

　当社の代表取締役と当社の監査役は、定期的に情報の共有と協議を行う。

　当社の取締役および使用人は、適宜、当社の監査役に各部門の活動状況等を報告する。

　当社グループ各社の取締役、監査役および使用人ならびにこれらの者から報告を受けた者は、適宜、当社の監査役に各社の状況等を報告す
る。

　当社の監査役は、監査役監査基準に基づき、当社グループ各社にその活動状況等を確認する。

９.　当社の監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社グループ各社の取締役および使用人は、相談・通報窓口制度に係る規程に基づき、報告者を保護する。

　当社の監査役は、報告者が不利な取扱いを受けていないことを確認する。

１０.　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の処理に係る方針に関する事項

　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還に関しては、担当部は監査役の求めに応じ速やかに対応する。また、当社
の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理についても同様とする。

１１.　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制



　当社の監査役は、会計監査人との定期的な打合せを通し、会計監査人の監査活動の把握と情報交換を図る。また、当社グループ各社の監査役
等と適宜、情報交換を行う。

　当社の内部監査所管部門は、当社の監査役の監査の実効性を高めるため、当社の監査役と連携する。

１２.　財務報告の適正性および信頼性を確保するための体制

　当社および主要なグループ会社は、金融商品取引法で求められる財務報告の適正性および信頼性を確保するための体制を整備・運用する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

1. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

1.1 日揮グループ行動規範

　反社会的取引の防止

　・暴力団その他反社会的勢力からの要求は断固として拒否する。

　・反社会的勢力を、いかなる場合でも問題解決に利用しない。

　・反社会的勢力が一般取引に巧妙に進出してくる可能性に考慮し、十分警戒する。

　・テロ行為、麻薬取引、マネーロンダリングその他の犯罪組織に関与せず、またこれらの犯罪組織に利用されることがないよう、取引のすべての
過程で十分留意する。

2. 反社会的勢力排除に向けた整備状況

2.1 対応統括部署および不当要求防止責任者の設置状況

　対応統括部署：グループ総務部

　不当要求防止責任者：グループ総務部担当部長

2.2 外部の専門機関との連携状況

　所轄警察署、神奈川県企業防衛対策協議会（神企防）、神奈川県暴力追放推進センターおよび弁護士等との間で随時情報交換および情報収集
を行っている。

2.3 反社会的勢力に関する情報収集・管理状況

　2.2 に示した外部の専門機関から随時情報を収集するとともに、グループ総務部にて当該情報を一元管理している。

2.4 対応マニュアルの整備状況

　当該事案が発生した場合には、理由の如何を問わず速やかにグループ総務部に連絡するよう社内体制を整備している。

2.5 研修活動の実施状況

　前述の外部専門機関が作成・配布しているパンフレット、ビデオ等の各種教材を活用する等により、継続して周知している。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜コーポレートリスク管理＞

　コーポレートリスクの管理は、グループガバナンス・法務統括部および危機管理統括部等のコーポレート部門を中心に行われている。主なリスク
管理項目は次のとおりである。

・自然災害、火災

・大規模事故、テロ

・労働環境

・法令遵守

・個人情報を含む情報セキュリティ

　なお、海外駐在員の安全対策については、危機管理基本規程に基づき、危機管理統括部が中心となり、平時の情報収集・分析の強化、各種予
防策の拡充、有事における対応等、セキュリティ機能のさらなる強化に努めている。

＜プロジェクトリスク管理＞

　当社グループの主要な事業であるEPCプロジェクトのリスク管理は、各事業会社（日揮グローバル株式会社および日揮株式会社）が中心となり、
a.案件選別段階、b.見積・応札段階、c.遂行段階の３段階で行われている。

　なお、重要なEPCプロジェクトについては、各段階におけるリスク・課題およびそれに対する対応策について事業会社から説明を受け、必要に応
じて当社の取締役会において審議を行っている。

a.　案件選別段階

　各事業会社の営業部門は経営戦略に基づき、地域、顧客、技術分野等の広範囲なプロジェクト情報を収集するとともに、主に次の事項を検討し
案件を選別している。

・プロジェクト規模（金額）

・技術知見、経験

・カントリーリスク

・エンジニアの配員

・競争環境

b.　見積・応札段階

　各事業会社のコーポレート部門および各事業部門によるプロジェクトリスクレビュー会議等にてプロジェクト固有のリスク分析を行い、これに基づ
き具体的な見積方針を策定し、見積作業を行っている。主なリスク管理項目は次のとおりである。

・資金調達計画を含む顧客のプロジェクト計画

・役務範囲の明確性

・技術、納期の要求レベルと難易度

・過度な契約責任の有無

・資機材、工事従事者等の価格、需給動向

・パートナーの経験、財政状態

・入札競争環境

c.　遂行段階

　各事業会社のコーポレート部門および各事業部門によるプロジェクトレビュー等の会議にてプロジェクトの進捗、採算状況等をモニタリングしてい
る。特に品質・コスト・納期に関する事項については詳細に検討され、改善が必要な場合は、具体的な対策等を決定し迅速かつ円滑なプロジェクト
運営を支援する。

　当社は、グループリスク管理委員会規程に基づき、当社グループのリスクを体系的に把握する総合的なリスク管理体制を整備・運用し、当社グ
ループのリスクの一層の低減に努めている。

＜コンプライアンス＞

　当社が国際社会の一員として持続可能な事業展開を図っていくには、役員および従業員一人ひとりが、国内のみならず海外関係国の法令を遵
守し、さらに、企業倫理に則ってビジネスを行うことが必要不可欠であると考えている。この価値観は、日揮グループ企業理念「JGC Way」の中で、

“２つの誓い”として表現されている。

　「すべての人を尊重し安全を優先します」

　「高い倫理観を持ち誠実に行動します」

　この“２つの誓い”のもと、日揮グループ行動規範、贈賄防止に係る規程等を遵守すべく、各種法令に関する教育・研修の機会を設けて、役員お
よび従業員一人ひとりのコンプライアンスに対する意識を高めている。

　グローバル企業に求められるコンプライアンスのレベルは今後益々高くなると認識している。このような国際社会の要請に応えるべく、グループ
ガバナンス・法務統括部を設置し、法令遵守と企業倫理に基づく公正で透明性の高い企業活動を推進するとともに、継続的な研修を実施し、当社
グループ全体のコンプライアンス・プログラムの整備、実施、モニタリング、改善を継続的に行うことによって社内コンプライアンス体制を強化してお
り、代表取締役社長はこれを統括する。

　さらに、当社は、国内外のグループ会社も含めたコンプライアンス体制の構築が重要であるとの認識のもと、各社のコンプライアンス責任者との



連携を密にし、グループ全体で統一性、整合性をもったコンプライアンス・プログラムの整備、実施、モニタリング、改善を継続的に行っている。

<適時開示体制の概要＞

　当社は、投資家に適時適切な会社情報の開示を行うことを基本姿勢とし、日揮グループインサイダー取引防止規程に従い、以下のとおり適時開
示すべき会社情報を取り扱う。

1．適時開示の担当部署

(1) 適時開示の情報取扱責任者はコーポレート部門管掌役員であり、適時開示情報の公表は、当社の情報管理部門が行う。

(2) 会社情報の集約および管理は、当社の情報管理部門が行う。

(3) 適時開示情報に該当するかどうかの検討については、当社の情報管理部門長が関係者の意見を聴取してこれを決定する。

2．会社情報の管理および適時開示に係る社内体制

(1) 役職員は、当社グループの未公表の重要事実を了知した場合には、社内規程に則って直ちに各社の情報管理部門に報告する。

(2) 前項の報告を受けた情報管理部門がグループ会社である場合、当該情報管理部門は、直ちに前項の重要事実を当社の情報管理部門に報告

する。

(3) 報告を受けた当社の情報管理部門は、社内規程・適時開示規則等に則り、内部情報管理を徹底する。

3．東京証券取引所への適時開示

　情報取扱責任者の指揮のもと、当社の情報管理部門は、決定事実および決算情報については、取締役会等の業務執行を決定する機関による
決議・決定が行われた時点、発生事実については、その発生を認識した時点で速やかに開示する。




